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「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」の目標・計画の達成時期等について

（通知） 

 

 

歯科口腔保健に関する国及び地方公共団体の施策等を総合的に推進するため

の基本的事項については、「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」（平成

24 年厚生労働省告示第 438 号）に示しており、その目標・計画に関しては「お

おむね 10 年後を達成期間として設定する」としている。 

一方、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な事項について

は、「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」（平成 24

年厚生労働省告示第 430 号）に示されている。 

令和３年１月 21 日に開催された第 43 回厚生科学審議会地域保健健康増進栄

養部会において、都道府県等の策定する医療計画等の期間と調和を図る観点か

ら、健康日本 21 の期間及び歯科口腔保健の推進に関する基本的事項の達成期

間を１年延長することが了承された（別添１及び別添２）。 

これを踏まえ、今般、「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」の目標・

計画の達成期間について、平成 34 年度（2022 年度）までとされていたとこ

ろ、令和５年度（2023 年度）までとすることとしたのでお知らせする。 

また、別添２に記載のとおり、歯科口腔保健の推進に関する基本的事項につ

いては、健康日本 21（第二次）の最終評価と連携を図りながら、令和４年

（2022 年）夏頃を目途に最終評価の報告書を作成し、令和５年（2023 年）春

頃を目途に次期基本的事項を公表することとしており、令和６年度（2024 年

度）から実際に次期基本的事項の開始を予定している。 

貴職におかれましては、貴管下の関係諸機関等に対して周知方お願いする。 

令和３年 12 月 10 日 
参考資料１－５ 

第７回歯科口腔保健の推進に関する専門委員会 
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第 43 回厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会
資料 1－1

令和３年１月 21 日

次期国民健康づくり運動プランの策定時期及び今後の検討の進め方（案）

1．現行の計画期間

健康日本 21（第二次）の計画期間は、2013 年度から 2022 年度の 10 年間とされている。

2．医療費適正化計画等の計画期間

医療・介護を含めた総合的な取組を行うことが可能となるよう、2018 年度より医療費適 

正化計画、医療計画及び介護保険事業支援計画の見直し時期が一致させられており、2024 

年度から次期計画期間が開始される。

3．検討の進め方

自治体と保険者で一体的に健康づくり政策を運用するために、上記計画と次期国民健康 

づくり運動プラン（次期プラン）の計画期間を一致させる。また、次期プランの策定後に

都道府県等での計画策定のため１年程度の時間を確保することとしてはどうか。

具体的には、以下の対応とする。（別紙）

・2021 年度中に、厚生労働省告示を一部改正し、健康日本 21（第二次）の計画期間を１

年間延長し、2013 年度から 2023 年度の 11 年間とする。

・2021 年６月頃より健康日本 21（第二次）の最終評価を行い、2022 年夏頃を目途に報告

書を作成する。

・2022 年夏頃より次期プランについて議論を開始し、2023 年春を目途に次期プランを公

表する。

・2023 年度に都道府県等が健康増進計画を策定する期間を設けた後、2024 年度から次期

プランを開始する。医療費適正化計画等の計画期間を考慮の上、次期プランの計画期

間を設定する。
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都道府県計画等の策定・公表
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「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」の最終評価と 

次期「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」策定の進め方（案） 

 

１． 検討の方法 

 「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」の最終評価及び次期「歯科口腔保健

の推進に関する基本的事項」の策定に向けた検討は、厚生科学審議会地域保健健

康増進栄養部会において行うこととし、検討に当たっては、既に部会の下に設置され

ている歯科口腔保健の推進に関する専門委員会（以下「歯科専門委員会」という。）

において、部会と連携しつつ、検討状況に応じて専門委員を追加するなどして作業を

進める。 

 

２． 検討の内容 

 最終評価として、「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」の各項目における実

績値の評価、諸活動の成果の評価を行い、その上で、今後重要度が増し、深刻化す

ることが予測される課題などを見据えて取り組むべき施策を整理し、次期「歯科口腔

保健の推進に関する基本的事項」の策定を行う。 

 

３． 今後のスケジュール 

 最終評価については、「健康日本 21（第二次）」の最終評価と連携を図りながら、

2022 年の夏頃を目途に取りまとめることとする。また、都道府県等の策定する医療計

画等の期間と調和を図る観点から、厚生労働省告示の改正により「歯科口腔保健の

推進に関する基本的事項」の目標・計画について期間を１年間延長し、2023 年までと

する。2023 年度に都道府県等において基本的事項を策定する期間を設け、2024 年

度から次期「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」を適用することとする（別紙）。 

第 43回厚生科学審議会 
地域保健健康増進栄養部会 資料２ 
令和３年１月21日 
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（別紙）

(部会) (歯科専門委員会)

○第43回
　厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会
　　　　　　2021年1月21日（木）13:00～15:00
　　　　　・最終評価・次期基本的事項策定の進め方

　　★歯科専門委員会　複数回

○厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2022年１月
　　　　・最終評価報告書骨子案

　　★歯科専門委員会　複数回

○厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2022年７月
　　　　・最終評価報告書案の最終審議

　　★歯科専門委員会　複数回

○厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会
　
　　　　・次期基本的事項策定案の審議

○2023年春を目途に次期基本的事項を公表

○2023年度に都道府県等が基本的事項を策定

○2024年度から次期基本的事項を開始

２

厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会及び
歯科口腔保健の推進に関する専門委員会の今後の日程（案）
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歯科口腔保健の推進に関する基本的事項①

項目 策定時の現状 中間評価時の実績値 目標

① ３歳児でう蝕のない者の割合の増加
77.1％

（平成21年厚生労働省実施状況調べ
（３歳児歯科健康診査））

83.0％
（平成27年 厚生労働省実施状況調べ

（３歳児歯科健康診査））

90％
（平成34年度）

項目 策定時の現状 中間評価時の実績値 目標

① 12歳児でう蝕のない者の割合の増加 54.6％
（平成23年学校保健統計調査）

64.5％
（平成28年学校保健統計調査）

65％
（平成34年度）

② 中学生・高校生における歯肉に炎症所見を有
する者の割合の減少

25.1％
（平成17年歯科疾患実態調査）

19.8％
（平成28年歯科疾患実態調査）

20％
（平成34年度）

項目 策定時の現状 中間評価時の実績値 目標
① 20歳代における歯肉に炎症所見を有する者の

割合の減少
31.7％

（平成21年国民健康・栄養調査）
27.1％

（平成26 年国民健康・栄養調査）
25％

（平成34年度）

② 40歳代における進行した歯周炎を有する者の
割合の減少

37.3％
（平成17年歯科疾患実態調査）

44.7％
（平成28年歯科疾患実態調査）

25％
（平成34年度）

③ 40歳の未処置歯を有する者の割合の減少 40.3％
（平成17年歯科疾患実態調査）

35.1％
（平成28年歯科疾患実態調査）

10％
（平成34年度）

④ 40歳で喪失歯のない者の割合の増加 54.1％
（平成17年歯科疾患実態調査）

73.4％
（平成28年歯科疾患実態調査）

75％
（平成34年度）

歯科疾患の予防における目標
（１）乳幼児期

（２）学齢期

（３）成人期（妊産婦である期間を含む。）

項目 策定時の現状 中間評価時の実績値 目標

① 60歳の未処置歯を有する者の割合の減少 37.6％
（平成17年歯科疾患実態調査）

34.4％
（平成28年歯科疾患実態調査）

10％
（平成34年度）

② 60歳代における進行した歯周炎を有する者の
割合の減少

54.7％
（平成17年歯科疾患実態調査）

62.0％
（平成28年歯科疾患実態調査）

45％
（平成34年度）

③ 60歳で24歯以上の自分の歯を有する者の割
合の増加

60.2％
（平成17年歯科疾患実態調査）

74.4％
（平成2８年歯科疾患実態調査）

70％→80％
（平成34年度）

④ 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割
合の増加

25.0％
（平成17年歯科疾患実態調査）

51.2％
（平成28年歯科疾患実態調査）

50％→60％
（平成34年度）

（４）高齢期

：「健康日本21（第2次）」と重複しているもの

４



歯科口腔保健の推進に関する基本的事項②

項目 策定時の現状 中間評価時の実績値 目標
① ３歳児で不正咬合等が認められる者の割合

の減少
12.3％

（平成21年厚生労働省実施状況調べ
（３歳児歯科健康診査））

12.3％
（平成27年厚生労働省実施状況調べ

（３歳児歯科健康診査））

10％
（平成34年度）

項目 策定時の現状 中間評価時の実績値 目標

① 60歳代における咀嚼良好者の割合の増加 73.4％
（平成21年国民健康・栄養調査）

72.6％
（平成27年国民健康・栄養調査）

80％
（平成34年度）

生活の質の向上に向けた口腔機能の維持・向上における目標
（１）乳幼児期及び学齢期

（２）成人期及び高齢期

項目 策定時の現状 中間評価時の実績値 目標
① 障害者支援施設及び障害児入所施設での

定期的な歯科検診実施率の増加
66.9％

（平成23年厚生労働科学特別研究）
62.9％

（平成28年厚生労働科学特別研究）
90％

（平成34年度）

項目 策定時の現状 中間評価時の実績値 目標
① 介護老人福祉施設及び介護老人保健施設

での定期的な歯科検診実施率の増加
19.2％

（平成23年厚生労働科学特別研究）
19.0％

（平成28年厚生労働科学特別研究）
50％

（平成34年度）

項目 策定時の現状 中間評価時の実績値 目標
① 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合

の増加
34.1％

（平成21年国民健康・栄養調査）
52.9％

（平成2８年国民健康・栄養調査）
65％

（平成34年度）

② ３歳児でう蝕がない者の割合が80％以上で
ある都道府県の増加

６都道府県
（平成21年厚生労働省実施状況調べ

（３歳児歯科健康診査））

2６都道府県
（平成27年厚生労働省実施状況調べ

（３歳児歯科健康診査））

23都道府県
→47都道府県
（平成34年度）

③ 12歳児の一人平均う歯数が1.0歯未満であ
る都道府県の増加

７都道府県
（平成23年学校保健統計調査）

28都道府県
（平成28年学校保健統計調査）

28都道府県
→47都道府県
（平成34年度）

④ 歯科口腔保健の推進に関する条例を制定し
ている都道府県の増加

26都道府県
（平成24年厚生労働省歯科保健課調べ）

43都道府県
（平成29年厚生労働省歯科保健課調べ）

36都道府県
→47都道府県
（平成34年度）

定期的に歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健における目標
（１）障害者・障害児

（２）要介護高齢者

歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備における目標

：「健康日本21（第2次）」と重複しているもの

５
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厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会歯科口腔保健の推進に関する専門委員会 
設置要綱 

 
平 成 2 8 年 1 2 月 1 6 日 

厚生科学審議会        

地域保健健康増進栄養部会了承 

 
１．目  的 
 歯科口腔保健の推進に関する法律が平成 23 年８月２日成立し、同月 10日に公布、施行された。 

 平成 24年 7月 23 日には、同法に基づき、「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」（以下「基本

的事項」という。）が策定された。基本的事項においては、策定後５年を目途に中間評価を行い、目標

を達成するための計画及び諸活動の成果を適切に評価し、その後の歯科口腔保健の推進にかかる施策

に反映させることとされている。 

 歯科口腔保健を取り巻く現状や課題などを踏まえ、「基本的事項」の進捗を確認し、着実に推進する

ことを目的として、地域保健健康増進栄養部会に「歯科口腔保健の推進に関する専門委員会」を設置

する。 

 

２．検討事項 

 下記の項目について、科学的知見に基づき検討を行う。 

（１）「基本的事項」の進捗確認や目標の在り方等に関する事項 

（２）その他「基本的事項」に策定された目標達成のための歯科口腔保健の推進に関する事項 

 

３．構  成 

 （１） 専門委員会の委員は公衆衛生学や歯科保健に関する研究者、行政関係者等から構成すると

し、別紙のとおりとする。なお、専門の事項について検討を行うため、必要があるときは、

委員会の下にワーキンググループを置くことができる。 

 （２）委員長は、厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会運営細則（平成 23 年 10 月 14 日地域

保健健康増進栄養部会長決定）第 3 条に従い、専門委員会委員の中から部会長が指名する。 

 （３）委員長に事故があるときは、専門委員会委員のうちからあらかじめ委員長が指名したものが

その職務を行う。 

 

４．委員会の運営等 

  （１）専門委員会は委員長が招集する。なお、審議の必要に応じ、適当と認める有識者を参考人と

して招致することができる。 

 （２）専門委員会の議事は公開とする。ただし、特段の事情がある場合には、委員長の判断により、

会議、議事録及び資料を非公開とすることができる。 

  （３）専門委員会の庶務は、医政局歯科保健課歯科口腔保健推進室において総括し、及び処理する。 

  



７ 
 

（別紙） 

 

厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会 
歯科口腔保健の推進に関する専門委員会 委員名簿 

   

平成 29 年 5 月 19 日時点 

（敬称略・五十音順） 

 

   氏  名        所         属 

赤 川
あかがわ

  安 正
やすまさ

   広島大学名誉教授 

和 泉
いずみ 

  雄 一
ゆういち

   東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科歯周病学分野教授 

岩 崎
いわさき

 由美子
ゆ み こ

   健康保険組合連合会保健部専任部長 

大 津
おおつ 

 孝 彦
たかひこ

   大分県福祉保健部健康づくり支援課母子保健班課長補佐 

木 本
きもと 

 茂
しげ

成
なり

   神奈川歯科大学大学院口腔統合医療学講座小児歯科学分野教授 

髙
たか

野
の 

  直
なお

久
ひさ

   日本歯科医師会常務理事 

武 井
たけい 

  典 子
のりこ 

   日本歯科衛生士会会長 

田 中
たなか 

 秀 一
ひでかず

   読売新聞東京本社調査研究本部主任研究員 

前 田
まえだ 

  彰
あき

久
ひさ

   富山県理事・厚生部次長 

三 浦
みうら 

  宏 子
ひろこ 

   国立保健医療科学院国際協力研究部部長 

森 田
もりた 

  学
まなぶ 

   岡山大学大学院医歯薬学総合研究科予防歯科学分野教授 

山 下
やました

  喜
よし

久
ひさ

   九州大学大学院歯学研究院口腔予防医学分野教授 

温泉
ゆ の

川
かわ

 梅 代
うめよ 

   公益社団法人日本医師会常任理事 

○：委員長 

 
 

○ 


